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◇◆◇目次◇◆◇ 

 

１ 〔募集〕「経営・人材活用セミナー」について 【岐阜県中小企業総合人材確保センター】 

  ※本日申込締切りですので、興味のある方は本日中にお申込みください。 

 

２ 〔周知〕令和３年度「中小企業退職金制度加入促進強化月間」の実施について 

【独立行政法人勤労者退職金共済機構】 

 

３ 〔周知〕「年次有給休暇取得促進期間」について 【厚生労働省】 

 

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★ 

 

１ 【募集】 岐阜県外国人人材の活用等をテーマに「今、備えるための『経営・人材活用セミナー』」を開

催します 

 

人口減少に伴う労働力人口の不足が深刻化するなか、国においては令和元年度に新たな在留資格「特定技能」

が設けられ、今後の外国人材の一層の活用が期待されています。 

 

 こうしたなか、県では、外国人雇用に関する企業向け専用相談窓口の設置など、県内企業における外国人材

の確保を支援しているところです。 

 

 このたび、その一環として、経営計画の立案と実行、外国人材の活用等をテーマに「今、備えるための『経

営・人材活用セミナー』」をオンラインで開催するため、参加者を募集します。 

 

＜セミナー概要＞ 

 〇日時：令和３年 10 月 27 日（水） 13：30～15：00 

 

 〇開催方法：Ｚｏｏｍによるオンライン開催 

 

 〇セミナー内容 

  13：40 基調講演  「外国人材雇用で知っておくべき制度」 

講師：柴田 陽子 氏（柴田行政書士事務所） 

  13：55 特別講演  「経営計画と人材活用のあり方」 

講師：松井 正勝 氏（ＭＭＰＣコンサルティンググループ） 

  14：40 動画放映  ㈱高山グリーンホテル様  

              外国人材を活用する企業の事例紹介動画。 



 〇定員     定員３０名（予約制）※定員になりしだい締め切らせて頂きます。 

 

 〇参加費    無料 

  

 〇申込方法   ジンサポ！ホームページ（URL：https://jinsapo.jinzai-gifu.jp/news/23573 

チラシ裏面により、FAX 又は電子メールにて 10/25 までにお申し込みください。 

 

 〇問合せ先   TEL  058-278-1146(担当：原田) 

         FAX  058-278-1148 

         MAIL kigyo@jinzai-gifu.jp 

         主催 岐阜県中小企業総合人材確保センター（ジンサポ！ぎふ） 

 

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★ 

 

２ 〔周知〕令和３年度「中小企業退職金制度加入促進強化月間」の実施について 

 

（独）勤労者退職金共済機構では、中小企業退職金共済制度の一層の加入促進を図るため、本年も１０月１

日～３１日までの期間を「中小企業退職金制度加入促進強化月間」として全国規模で集中的な加入促進活動を

展開することとしております。 

 

○ポイント 

  ①新規加入される事業主には、掛け金月額 1/2 を加入後４か月から１年間、国が助成するなど有利な掛け

金助成があります。 

  ②掛け金は非課税で、手数料も一切かかりません。 

③パートタイマーや家族従業員も加入できます。 

 

※退職金の目安 (金額は法令の改正により変わることがあります。) 

    （例）掛金が毎月 10,000 円の場合 

        5 年後→608,200 円 

       10 年後→1,265,600 円 

       20 年後→2,666,600 円 

 

 退職金制度は人材の確保や企業価値を高める手段として有効であり、退職後の所得保障として重要な役割を

果たしています。この機会にぜひ、中退共制度のご加入をご検討されてはいかがでしょうか。 

 

○関連サイト 

・中退共（中小企業退職金共済事業本部） 

https://chutaikyo.taisyokukin.go.jp/ 

https://jinsapo.jinzai-gifu.jp/news/23573
https://chutaikyo.taisyokukin.go.jp/


 

○問い合わせ先 

・独立行政法人勤労者退職金共済機構 中小企業退職金共済事業本部   

TEL 03-6907-1234 

 

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★ 

 

３ 〔周知〕「年次有給休暇取得促進期間」について 

 

 10 月は、「年次有給休暇取得促進期間」です。 

 年次有給休暇を取得しやすい環境づくりに取り組みましょう。 

 

 労働基準法の改正により、平成 31 年 4 月から、全ての企業において年 10 日以上の年休が付与される労働者

に対する年 5日の年休の確実な取得が求められているところです。 

 

 新型コロナ感染対策として、新しい生活様式が求められる中、新しい働き方、休み方を実践するために、年

次有給休暇を上手に活用しましょう。 

 

 労働者の様々な事情に応じた柔軟な働き方・休み方に資する時間単位の年次有給休暇制度の導入が効果的で

す。 

    

○関連サイト 

 厚生労働省 働き方・休み方改善ポータルサイト 

https://work-holiday.mhlw.go.jp/ 

 

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★ 

 

【メールマガジンの配信中止・メールアドレスの変更】 

 配信中止や配信先のメールアドレスの変更を希望される場合は、rousei555@city.takayama.lg.jp あてにメ

ールでご連絡ください。 

 

○配信停止の場合 

 タイトル：【配信停止】 

 本  文：事業所・団体名、氏名 

 

○メールアドレス変更の場合 

 タイトル：【メールアドレス変更】 

 本  文：事業所・団体名、氏名、新・旧メールアドレス 

https://work-holiday.mhlw.go.jp/
mailto:rousei555@city.takayama.lg.jp

